基本/個別契約モデルの
個別契約書案（請負型）
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平成23年3月31日 
独立行政法人 情報処理推進機構

ソフトウェア・エンジニアリング・センター
アジャイル開発　基本契約/個別契約モデルの個別契約（請負型）案
1.　個別契約の成立

ユーザは、ベンダに対し、別紙の具体的作業内容に記載された業務（但し、ユーザ担当業務を除く。）の提供を依頼し、ベンダはこれを引き受ける。なお、本個別契約は、基本契約及び他の個別契約と一体となって、ひとつの契約を構成する。

2.　ベンダの義務

ベンダは、別紙で定めた自らの担当作業を遅滞なく行い、別紙で定めた納期までに、同書で定めた成果物（以下「本件成果物」という。）を納入する義務を負う。

3.　ユーザの義務

ユーザは、別紙で定めた担当作業を遅滞なく行うとともに、ベンダの業務が円滑に行われるよう協力する義務を負う。

4.　成果物、納期、対価及び支払方法

成果物、納期、対価及び支払方法は、別紙において定める。

5.　検収基準

１）ユーザは、納品された成果物につき、別紙において定める検査期間（以下「検査期間」という。）内に検査を行う。

２）ユーザは、本件成果物が検査に合格した場合、検収書に記名押印の上、ベンダに交付する。

３）ユーザは、本件成果物が検査に合格しなかった場合には、ベンダに対し不合格とする具体的な理由を明示した書面を速やかに交付し、修正又は追完を求めることができる。不合格理由が認められるときには、ベンダは、協議の上定めた期間内に無償で修正してユーザに納品し、ユーザは速やかに再度の検査を行う。

４）ユーザが検収書を交付しない場合であっても、検査期間内にユーザが書面で具体的な理由を明示して異議を述べない場合は、成果物は、検査期間満了日に検査に合格したものとみなす。

6.　瑕疵担保責任

１）検収された成果物につき、ベンダとユーザで合意した仕様との不一致（バグを含む。以下本条において「瑕疵」という。）が発見された場合、ユーザは、ベンダに対して当該瑕疵の修正を請求することができ、ベンダは、速やかに当該瑕疵を修正する。但し、ベンダがかかる修正責任を負うのは、別紙記載の瑕疵担保期間内にユーザから請求された場合に限る。

２）前項にかかわらず、瑕疵が軽微であって、成果物の修正に過分の費用を要する場合、ベンダは前項所定の修正責任を負わない。

３）第１項の規定は、瑕疵がユーザの提供した資料等又はユーザの与えた指示によって生じたときは適用しない。但し、ベンダがその資料等又は指示が不適当であることを知りながら告げなかったときはこの限りではない。

7.　成果物の所有権移転時期

ベンダが個別契約に従いユーザに納入する成果物の所有権は、検収完了時をもって、ベンダからユーザに移転する。

8.　特許権の帰属
１）本件業務遂行の過程で新たに生じた発明その他の知的財産又はノウハウ等（以下、あわせて「発明等」という。）に係る特許権その他の知的財産権（特許その他の知的財産権を受ける権利を含む。但し、著作権は除く。）、ノウハウ等に関する権利（以下、特許権その他の知的財産権、ノウハウ等に関する権利を総称して「特許権等」という。）は、当該発明等を行った者が属する当事者に帰属する。

２）ベンダは、第1項に基づき特許権等を保有することとなる場合、ユーザに対し、ユーザが本件成果物を本件システム（全体プロジェクトにおいて開発されるシステムをいう。）において利用するのに必要な範囲について、当該特許権等の通常実施権を許諾するものとする。

9.　著作権の帰属【A案　ベンダ帰属案】

１）本件業務遂行の過程で新たに生じた成果物に係る著作権（著作権法第27条及び第28条の権利を含む。以下同じ。）は、ユーザ又は第三者が従前から保有していた著作物の著作権を除き、ベンダに帰属する。 

２）ベンダは、成果物に係る著作物のうち自己が著作権を持つもの及び前項に従って自己に帰属するものについて、ユーザに対し、ユーザが本件成果物を本件システムにおいて利用できるように利用許諾し、これについて著作者人格権を行使しない。

9.　著作権の帰属【B案　ユーザ帰属案】
１）本件業務遂行の過程で新たに生じた成果物に係る著作権（著作権法第 27条及び第 28条の権利を含む。 以下同じ。 ）は、ユーザ又は第三者が従前から保有していた著作物の著作権及び汎用的な利用が可能なプログラムの著作権を除き、成果物の検収完了時をもって、ベンダからユーザへ移転する。なお、かかるベンダからユーザへの著作権移転の対価は、委託料に含まれるものとする

２）ベンダは、成果物に係る著作物のうち自己が著作権を持つもの及び前項に従って自己に帰属するものについて、ユーザに対し、ユーザが本件成果物を本件システムにおいて利用できるように利用許諾し、これについて著作者人格権を行使しない。

9.　著作権の帰属【C案　共有案】　

１）本件業務遂行の過程で新たに生じた成果物に係る著作権（著作権法第27条及び第28条の権利を含む。以下同じ。）は、汎用的な利用が可能なプログラムの著作権を除き、成果物の検収完了時をもって、ユーザ及びベンダの共有（持分均等）とし、いずれの当事者も相手方への支払いの義務を負うことなく、第三者への利用許諾を含め、かかる共有著作権を行使することができるものとする。なお、ベンダからユーザへの著作権移転の対価は、委託料に含まれているものとする。また、ベンダは、ユーザのかかる利用について著作者人格権を行使しないものとする。 

２）ユーザ及びベンダは、前項の共有にかかる著作権の行使について法律上必要とされる共有者の合意を、あらかじめこの契約により与えられるものとする。ただし、相手方の同意を得なければ、前項規定の著作権の共有持分を処分することはできないものとする。

アジャイル開発　基本契約/個別契約モデルの個別契約（請負型）別紙

	1.　開発対象機能

【※ユーザが開発を委託する機能群のリスト、及び、各機能の具体的な内容を、個別契約締結時点で決定している範囲で記載する。】



	2.　作業体制 （例）
(1)　ベンダの作業体制

・責任者氏名（スクラムマスター
）：

・スクラムマスターは以下の責任を負う。

①プロジェクト及びスプリント（イテレーション）のビジョン、目標の把握と補強

②プラクティスの保護

③プロジェクトの進捗管理、障害の排除

日次スクラムの主導とスプリントレビューの主導

・メンバ

メンバは以下の責任を負う。

①スプリント（イテレーション）バックログに従い作業を行う。

【※組織図/氏名/役割を記載。】

(2)　ユーザの作業体制

・責任者氏名（プロダクトオーナー
）：

・プロダクトオーナーは以下の責任を負う。

①プロダクトバックログの作成と優先順位付け

②プロダクトバックログから次回スプリント（イテレーション）の目標を選択し決定

③スプリントの最後に利害関係者とシステムのレビューを実施

・メンバ

メンバは以下の責任を負う。

①スプリント（イテレーション）バックログに従い作業を行う。

【※組織図/氏名/役割を記載。】

(3)　プロジェクト実施場所

(4)　連絡協議会の開催予定日

	3.　具体的作業内容 （例）

【具体的作業内容は計画フェーズ、準備フェーズ、開発フェーズ、リリースフェーズごとに共同担当作業、ベンダの担当作業、ユーザの担当作業として記述する。】

(1)　共同担当作業の記述例：要件定義作業、テスト

(2)　ベンダの担当作業の記述例：開発対象機能の設計、開発対象機能の開発、進捗管理

(3)　ユーザの担当作業の記述例：必要情報の提供、ベンダの求めに応じた意志決定、プロジェクト実施場所の設置及び管理、納品成果物の検査

①計画フェーズ（ビジョンの確立、期待する事象の設定、予算の確保）

具体的作業項目の例：

ビジョン、予算案、初期のプロダクトバックログ、見積、調査のための設計とプロトタイプの作成、品質保証

(1)　共同担当作業

(2)　ベンダの担当作業

(3)　ユーザの担当作業

② ②準備フェーズ（要求の洗い出し、最初のスプリント（イテレーション）に
必要な優先順位付け）

具体的作業項目（例）：

計画の策定、調査のための設計とプロトタイプの作成、品質保証

(1)　共同担当作業

(2)　ベンダの担当作業

(3)　ユーザの担当作業

③開発フェーズ（30日のスプリントを繰り返してリリース可能なシステムを実装する）

具体的作業項目（例）：

スプリント計画ミーティング、スプリントバックログの定義と見積、日次スクラムミーティングの実施、スプリントレビューの実施、品質保証

(1)　共同担当作業

(2)　ベンダの担当作業

(3)　ユーザの担当作業

④リリースフェーズ（運用環境への導入）

具体的作業項目の例：

品質保証、ドキュメントの作成、導入・運用等の教育

(1)　共同担当作業

(2)　ベンダの担当作業

(3)　ユーザの担当作業



	4.　予定作業期間

○年○月○日から○年○月○日



	5.　成果物及び納期

成果物
納期及び検査期間

機能A
要件定義書
○年○月○日（検査期間：○日間）


仕様書



テスト報告書



開発プログラム一式



・・・


機能B
仕様書
○年○月○日（検査期間：○日間）


開発プログラム一式


・・・





	6.　瑕疵担保期間　

各成果物の検収完了日から起算して○日

（※成果物ごとに瑕疵担保期間）



	7.　受託費用の支払い

受託金額（税抜）：　○○円

支払期限：○年○月○日（支払条件：開発対象機能の検収が完了したこと）

支払方法：現金・銀行口座振込み



	8.　損害賠償限度額











































































































































































































































































































































































































































































































































１．本資料の著作権は、独立行政法人　情報処理推進機構が保有しています。 


２．独立行政法人　情報処理推進機構は、「本資料の全部又は一部を複製、改変、公衆送信、又は翻訳/翻案し、第三者に有償又は無償で再配布すること」を許諾します。なお、複製し再配布する場合は、実際の契約書として使用する場合を除き、本使用条件を添付し、本使用条件に記載されている条件を配布先に遵守させて下さい。改変又は翻訳/翻案し再配布する場合は、実際の契約書として使用する場合を除き、新しく使用条件を設定することが可能ですが、本使用条件を必ず含めて下さい。 


３．独立行政法人　情報処理推進機構は、本資料が第三者の著作権、特許権、実用新案権等の知的財産権に抵触しないことを一切保証するものではなく、また、本資料の内容に誤りがあった場合でも一切責任を負いかねます。 


４．独立行政法人　情報処理推進機構は、本ページで記載された許諾内容を除き、独立行政法人　情報処理推進機構又は第三者の著作権、特許権、実用新案権等の知的財産権に基づくいかなる権利を許諾するものではありません。 


５．独立行政法人　情報処理推進機構は、本資料の商取引への利用、システム開発への利用、開発されたシステムの使用、及び当該システムの使用不能等により生じるいかなる損害についても、なんら責任を負うものではありません。 


６．本資料へのお問い合わせについては、独立行政法人　情報処理推進機構　ソフトウェア・エンジニアリング・センターまでご連絡下さい。


７．二次利用時に著作権を表示する場合は、次のように表記してください。 


　・2011年に公開した場合


　　Copyright © 2011 IPA, 二次著作権者名


　・2012年に公開した場合


　　Copyright © 2011,2012 IPA, 二次著作権者名


　・2013年以降に公開した場合


　　Copyright © 2011-公開年 IPA, 二次著作権者名 





























� 本契約書は、スクラム開発を想定して作成している。


� スクラムマスターはベンダとは限らない点に留意されたい。


� プロダクトオーナーはユーザに限られる。
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